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我が国では建設業就業者の長期にわたる減少傾向，高齢化が進んでいる状況にあり，災害対応を含め地域インフ
ラを支える持続的な施工実施体制確保が重要な課題となっている．本研究では，全国の各地方整備局等の直轄工
事のほとんどに適用されている一般競争入札・総合評価落札方式において，担い手確保等のために行われている
多様な評価方法の試行のうちチャレンジ型，地元企業活用型,登録基幹技能者評価型を代表として，入札状況と工
事品質に及ぼす影響について調査し,工事品質を確保しつつ目的とした評価方法として機能しているか確認した．
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担い手確保等に関わる総合評価の各種試行効果に関する調査 
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１．はじめに 

平成 17 年の「公共工事の品質確保の促進に関する法律」成立を契機に，一般競争入札・総合評価落札方式

の適用が急速に拡大し，現在では，国土交通省直轄工事のほとんどで一般競争入札・総合評価落札方式を適用

している．一方，我が国では建設業就業者の長期にわたる減少傾向，高齢化が進んでいる状況にあり，災害対

応を含め地域インフラを支える持続的な施工実施体制確保が重要な課題となっている．公共工事の品質確保，

生産性向上，担い手確保のため，国土技術政策総合研究所では，公共工事の性格，地域の実情に応じた多様な

入札契約方式の適用手法に関する研究を行っている．本研究では，全国の各地方整備局等の総合評価落札方式

において，担い手確保等のために行われている多様な評価方法の試行を対象として，工事品質を確保しつつ目

的とした評価方法として機能しているか確認するため，入札状況と工事品質に及ぼす影響について調査した

ので報告する． 

２．入札状況  

担い手確保等に関する主な試行を目的や

評価対象により類型を表-1 に分類する．こ

こでは，各区分の担い手確保等に関わる代

表的な試行として，チャレンジ型，地元企

業活用型,登録基幹技能者評価型を対象と

して，入札時における入札参加者や落札者

の評価項目に関する状況を比較した． 

（１）チャレンジ型 

 H28～R1 年度契約工事の競争参加状況を図-1に示す．直

轄実績の無い企業は，入札参加者の２割弱であった．落札

者は１割強であるもののその後の継続受注を確認すると，

約半数はその後の工事を受注しており，入札参加者数の拡

大に寄与していると考えられる． 

（２）地元企業活用型 

 H28～R3 年度（10 月まで）契約工事の競争参加状況を図-2 に示す．入札参加者約 8割に比べ，落札者約 9 割

と地元企業等を活用する加点有の企業が増えており,加点が落札につながっていると考えられる． 

（３）登録基幹技能者評価型 

 H23～R3 年度(10 月まで)契約工事の

競争参加状況を図-3 に示す．入札参加

者約 6割強に対し，落札者約 7 割強と登

録基幹技能者等を活用する加点有の企

業が増えており,加点が落札につながっ

ていると考えられる． 

 キーワード 総合評価落札方式，試行，入札・契約制度，工事品質，担い手確保 
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表-1   総合評価の各種試行の類型 

 

1.チャレンジ型 受注企業の固定化防止や新規参入の促進を目的として，企業・技術者評価
の影響を緩和し，直轄実績のない優良な企業の入札参加を促す方式

2.自治体実績評価型 建設事業の担い手を確保するため，企業・技術者評価の影響を緩和し，直轄
実績のない優良な企業の入札参加を促す方式

3.地域防災担い手型 地域防災の担い手である地域施工業者の参入や参入機会促進を目的とし
て，防災に関わる取り組みや体制，活動実績，災害時に使用できる建設機械
の保有状況等の評価を拡大する方式

4.企業能力評価型 不調不落の防止，発注事務負担軽減等を目的として，受発注者双方の事務
負担が大きくなる技術者の能力等に係わる評価を省略し企業の能力等のみ
で評価する方式

5.地元企業活用審査型 地域に精通し地域経済への貢献度の高い地元企業の育成を目的として，工
事における地元下請け企業や資材会社の活用状況を評価する方式

6.特定専門工事審査型 難易度が高い専門工事等の円滑かつ確実な施工を目的として，工事実績の
ある専門工事業の下請け活用を評価する方式

7.登録基幹技能者評価型 工事全体の品質確保及び長期的な担い手確保を目的として，下請業者にお
ける登録基幹技能者，建設マスター，技能士の配置を加点評価する方式

8.若手・女性技術者等活
用型

将来の担い手である技術者の拡大等のため，加点や資格要件化等により若
手技術者や女性技術者の参画を促進する方式

地域の社
会資本を
支える企
業を確保

元請企業
を評価

下請企業
を評価

新たな担い手の登
用を促す

図-1 チャレンジ型の入札（９整備局） 
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図-2 地元企業活用型の入札 
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図-3 登録基幹技能者評価型の入札 
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３．工事品質状況  

H30～R2 年度契約工事の工事完成時における工事成績評点を

試行工事と試行工事と同条件にある全工事を比較した． 

（１）チャレンジ型 

優良な会社であるが直轄実績の無い企業を評価対象としてい

ることから，工事品質低下の懸念が想定される．工事成績の比較

結果を図-4 に示す．工事成績の平均点等は整備局によって概ね

同程度で前後している状況であった． 

（２）地元企業活用型 

 地元企業を下請け会社等に活用による工事品質の向上が期待

される．工事成績の比較結果を図-5 に示す．工事成績の平均点

は，試行工事は全工事より高く,品質向上に寄与していると考えられ

る． 

（３）登録基幹技能者評価型 

 登録基幹技能者等活用による工事品質の向上が期待される.工事

成績の比較結果を図-6に示す．工事成績の平均点は，各整備局とも

全工事より若干高い傾向にある状況にあった． 

４．まとめ  

 担い手確保等のために行われている総合評価落札方式における試

行を対象として，工事品質を確保しつつ目的とした評価方法として

機能しているか確認した結果，チャレンジ型は直轄実績の無い新規  

参入者による入札参加者増に寄与しており,工事品質も直轄工事に

対する習熟度の差が想定されるものの概ね同程度であった．地元企

業活用型と登録基幹技能者評価型は加点有の落札者の割合が高く，

評価方法として有効と考えられた．地元企業活用型では工事品質の

向上がみられた．直轄工事の施工管理を熟知した元請会社と地元状

況を熟知した会社の組み合わせが工事品質向上に効果的と考えられ

る．登録基幹技能者評価型は，対象職種は工事全体のうち一部工種

である事が多いため工事全体の品質の評価に寄与しにくい事が考え

られた． 

 なお,これらの試行工事は，地域や時期の偏り,サンプル数等の課

題があるため，今後も引き続き効果や課題の検証，工事特性に応じ

た適用方法等の検討を進め，効果のある試行は適用拡大や標準化を行い,効果の低い試行は廃止を含めた見直

しの必要性を検討する予定である．一般競争入札・総合評価落札方式は,受発注者の手続負担の課題や，発注

毎の一般競争であることによる継続性の課題等があるため,担い手確保を一層進めるために，一般競争入札・

総合評価落札方式に限らない，多様な入札・契約方式の選択や改善方法の検討についても進めて参りたい． 
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図-4 チャレンジ型の工事品質（９整備局） 
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図-6 登録基幹技能者評価型の工事品質（４整備局） 
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図-5 地元企業活用型の工事品質（４整備局） 
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